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各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　潔

（ 政 治 部 ）

在沖縄米海兵隊の矢臼別移転実弾演習に反対する取り組みについて

－「在日米軍基地の整理・縮小、日米地位協定の抜本的見直し」を求めて－
　日頃のご健闘に敬意を表します。

　防衛省は７月30日、今年度の実弾移転演習（14回目）について、８月24日から９月４日までの期間、沖縄の県道104号越え実弾射撃訓練の本土での分散実施の一環として、陸上自衛隊矢臼別演習場において実施することを発表しました。

　連合北海道はこの間、実弾移転訓練について「沖縄の痛みを分かち合うことは否定しないが、絶対的な前提条件は、沖縄を含む在日米軍の整理・縮小、日米地位協定の見直しであり、このような演習の固定化は絶対認められない」との基本的考え方にたって、国などに対し「道知事が求める日米地位協定の改善など７項目の実現、在沖縄米軍による実弾演習の中止」などを求めてきました。また、北海道・地元自治体も再三にわたり、夜間訓練の中止や住民生活の安全のための諸対策について求めてきています。

　これらの声を考慮することがないまま、これまで13回にわたる矢臼別演習場での米軍実弾移転訓練が実施されてきました。昨年の演習では、演習場外、国道272号からわずか700メートル地点にりゅう弾を着弾させるという重大な事態を引き起こし、地域住民が危険と隣り合わせに暮らしていることがあらためて明白となりました。また、沖縄の負担軽減を口実に、普天間基地配備の米軍新型輸送機ＭＶ22オスプレイの訓練移転先として北海道大演習場が上がるなど、軍事基地化の既成事実化が懸念されます。

　そのような中、８月24日から14回目となる実弾移転訓練が実施されようとしていることから、連合北海道は、「実弾移転演習反対」、「在日米軍基地の整理縮小」、「日米地位協定の抜本的見直し」の観点のもと、下記のとおり取り組みを行うこととしました。道本部としても、今回の実弾演習に限らず米軍艦の道内港寄港やオスプレイの飛来など、なし崩し的に日本全土を軍事基地化しようとする動きに反対し、日米地位協定の抜本的な改正を求める立場から取り組みを進めることとします。各単組・総支部につきましても、趣旨をご理解いただき、積極的な取り組みをお願いします。
記

１．抗議打電行動の実施
（１）取り組み期間　　2014年８月22日（金）まで
（２）抗議打電先と内容例

　＜打電先＞
　　①防衛大臣　小野寺　五典

　　　〒162-8801　東京都新宿区市谷本村町５－１　防衛省　　FAX：０３－５２６１－８０１８

　　②外務大臣　岸田　文雄

　　　〒100-8919　東京都千代田区霞ヶ関２－２－１　外務省　　FAX：０３－５５０１－８４３０

　　③在日米国大使館　駐日米国大使　キャロライン・ブービエ・ケネディ

　　　〒107-8420　東京都港区赤坂１－10－５　在日米国大使館　FAX：０３－３５０５－１８６２

　　④在札幌米国総領事館　首席領事　ジョエレン・ゴーグ

　　　〒064-0821　札幌市中央区北１条西28丁目　在札幌米国総領事館
　　　FAX：０１１－６４３－１２８３

　　⑤北海道知事　高橋　はるみ

　　　〒060-8588　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道総務部危機対策局

　　　FAX：０１１－２３１－４３１４

＜打電内容例＞
	○○　○○　　様
＜それぞれに対応する下記の【前文例】を挿入＞
　連合北海道は、東西冷戦が終焉して以降、北海道の基地・演習場や日米共同演習などについても、段階的に整理・縮小・中止するべきであると主張してきました。
　しかし、一向に平和と軍縮が進まないどころか、1997年の「日米ガイドライン」の成立以降、矢臼別での米軍実弾演習、道内民間港への米軍艦船の入港、さらに世界的な米軍再編問題によるＦ15戦闘機の自衛隊千歳基地への訓練移転など、むしろ拡大・強化されてきています。加えて、12月の日米ガイドラインの再改定を視野に、憲法解釈変更による集団的自衛権行使容認の閣議決定など、北海道をはじめ日本の軍事基地化が懸念されます。
　さらに沖縄の負担軽減を口実に、墜落事故を多発させている垂直離着陸型ＭＶ22オスプレイの訓練移転先を全国に分散させようとしており、基地問題の本質的課題である日米地位協定の抜本改正、米軍基地の整理・縮小がない中で、沖縄県民の痛みは決して解消されず、日本国民に一層負担を強いるものです。今こそ、平和・軍縮に向けた機運を高めていく必要があり、矢臼別移転実弾演習の実施は、まさに危険の分散・拡大であって、多くの道民、そして国民に到底理解されるものではありません。
したがって、今回の演習については中止されるよう強く要請します。

自治労□□単組　　　　　　

　執行委員長　●●　●●　


【前文例】
○防衛大臣および外務大臣

　　貴職におかれましては、日本の平和・軍縮に向け、今回の矢臼別移転実弾演習を中止されるよう強く要請します。

○北海道知事

　　貴職におかれては、道民の安全を確保し、北海道の平和と軍縮の拡大をめざす立場から、今回の矢臼別移転実弾演習に反対されるよう強く要請します。

○駐日米国大使、在札幌米国総領事館総領事

　　平和の確立と軍縮の推進を求める北海道民の意思を無視した、矢臼別移転実弾演習に強く反対します。
（３）その他

①　道本部ＨＰの「組合員専用ページ」に、本発文および意見例をリンクとして貼り付けていますので、ご活用ください。

②　別紙報告書に記入いただき、８月29日（金）までに、取り組みの報告をお願いします。
２．在沖縄米海兵隊の矢臼別移転実弾演習に反対する全道総決起集会

（１）主　催　　沖縄米軍の実弾演習北海道移転反対対策本部（連合北海道・北海道農民連盟）
（２）共　催　　連合釧根地協、釧路地区連合
（３）日　時　　2014年８月24日（日）　10：00～12：30
（４）場　所　　釧路キャッスルホテル　３階「鳳凰の間」

　　　　　　　　（釧路市大川町２番５号　TEL ０１５４－４３－２１１１）

（５）規　模　　1,000人予定

（６）内　容　　全道集会ならびに講演会

　　　＜第１部＞　講演会（10：00～11：30）
　　　　　　　　　 演題：「米軍基地問題と集団的自衛権」（仮題）

　　　　　　　　　 講師：沖縄国際大学　大学院　前泊　博盛　教授　

　　　＜第２部＞　全道総決起集会（11：40～12：00）
　　　　　　　　　・主催者挨拶

　　　　　　　　　・連帯挨拶

　　　　　　　　　・経過報告

　　　　　　　　　・集会決議採択

　　　　　　　　　・団結がんばろう

　　　　　　　 　集会後、デモ行進（12：00～12：30）
（７）要請数　　道東各地本を中心に、他の地本につきましても可能な限りの結集をお願いします。
　　　　　　　　釧根地本150人　　十勝地本30人　　網走地本30人

（８）その他　　別紙の参加報告書により、８月18日（月）までに、参加人数をご報告願います。

ＦＡＸ　０１１－７００－２０５３ 　　道本部政治部（三浦・大島）あて
在沖縄米海兵隊の矢臼別移転実弾演習に反対する打電行動の取り組み報告
単組名　　　　　　　　　　　　　記入者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

打電実施日　　　　　　　月　　　日

報告期限：2014年８月29日（金）

※報告に際して、送信表は不要です。

	


「在沖縄米海兵隊の矢臼別移転実弾演習に反対する全道総決起集会」

参 加 報 告 書
　　　単組名　　　　　　　　　　　　       記入者名　　　　　　　　　　　
　参加数　　　　　　人　

報告期限：2014年８月18日（月）

※報告に際して、送信表は不要です。
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